様式第１号の２（第４条、第１０条関係） 
賃上げ加速化緊急支援金事業計画（完了報告）書　


１．事業者概要

	産業分類
	大分類
	
	小分類
	

	主な事業内容
	

	企業全体で常時雇用する従業員数（※1）
	
	
人
	資本金の額又は出資の総額
	
	
円

	交付対象となる労働者が勤務する事業所の数
	
	
事業所
	

	

	賃上げ適用日（※2）
	令和　年　　月　　日
	事業完了（予定）日
（※3）
	令和　年　　月　　日

	給与の締日
	毎月　　　日
	給与の支払日
	毎月　　　日


　○交付申請日（実績報告日）時点の状況を記入すること。
※1 常時使用する従業員の数には、事業主、法人の役員、臨時の従業員（日雇い、2カ月以内の雇用、4カ月以内の季節的業務の雇用）及び試用期間中の従業員は含みません。
※2 賃金引上げは、令和8年8月28日から令和9年6月30日までの期間内に行うこと。また、交付申請日から2ヶ月以内の日とすること。ただし、引き上げた賃金は、6箇月継続して支払うこととし、原則として事業実績報告書の提出日までに支払う必要がある。
※3 事業完了（予定）日は、引き上げた賃金の6ヶ月目の支払いを完了する日を記載すること。

２．株主等一覧表（個人事業主、該当ない場合は記入不要）

	株主名又は出資者名
	所在地
	大企業
（※4）
	出資比率(%)
(合計100%)

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	

	６
	ほか　　人
	

	・出資比率の高い株主又は出資者の順に記載し、6番目以降は「ほか〇人」として記入してください。
・大企業（みなし大企業を含む）の場合は、『大企業』の欄に「〇」を記入してください。

	・確定している（申告済みの）直近過去3年分の各年又は各事業年度の課税所得の年平均額が15億円を超えるか、右欄のいずれかに「○」を記入してください。
	
越える　・　越えない


　○交付申請日（実績報告日）時点の状況を記入すること。
※4 大企業とは中小企業基本法に規定する中小企業事業者以外の者で補助対象事業者に該当しません。また、次の者は「みなし大企業」に該当するため、補助対象事業者に該当しません。
　 （ア）発行済株式の総数又は出資金額の総額の2分の1以上を同一の大企業が所有している中小企業事業者
（イ）発行済株式の総数又は出資金額の総額の3分の2以上を大企業が所有している中小企業事業者 
（ウ）大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の2分の1以上を占めている中小企業事業者 
（エ）発行済株式の総数又は出資金額の総額を上記（ア）～（ウ）に該当する中小企業事業者が所有している中小企業事業者
（オ）上記（ア）～（ウ）に該当する中小企業事業者の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の全てを占めている中小企業事業者
なお、上記の他、確定している（申告済みの）直近過去3年分の各年又は各事業年度の課税所得の年平均額が15億円を超える場合も補助対象事業者に該当しません。

３．同意・誓約事項
□にレ点を記入してください。
申請書類の内容は事実と相違なく、偽りその他不正の手段により支援金の交付を受けたことが発覚した場合は、速やかに支援金を返還するとともに、加算金等を支払います。



　

本支援金の申請に当たり山梨県へ提出した情報及び本支援金の交付実績に関する情報について、本支援金の審査、交付及び確定検査等の事務に利用されるほか、次の目的のために山梨県庁内の関係部署が利用することに同意します。

1　豊かさ共創スリーアップ認証企業の現状把握及びフォローアップ
2　県産業施策の企画立案

なお、当該情報は、上記目的以外には利用せず、個人情報の保護に関する法律その他関係法令に基づき適切に管理します。











交付申請書の提出日から実績報告書の提出日の前日又は賃金を引き上げてから6箇月を経過した日のいずれか遅い日までの間に、解雇等（※5）の事実が認められた場合は、交付決定が取り消しとなることについて同意します。





（令和８年度から令和９年度までに「キャリアアップ助成金」の交付を受けた者のみ）本支援金と厚生労働省（山梨労働局）が実施する「キャリアアップ助成金」で交付を受けた公金について、その使途に重複はありません。





※5 解雇等とは、解雇（天災事変その他やむを得ない事由のために事業の継続が不可能となった場合又は労働者の責めに帰すべき事由に基づいて解雇した場合は、その旨記載してください）のほかに、①その者の非違によることなく勧奨を受けて又は主として企業経営上の理由により退職を希望する労働者の募集を行い、労働者が退職した場合②当該事業場の労働者の時間当たりの賃金額の引き下げを行った場合③所定労働時間の短縮又は所定労働日の減少（天災事変その他やむを得ない事由のために事業の正常な運営が不可能となった場合又は法定休暇の取得その他労働者の都合による場合を除く。）を内容とする労働契約の変更による、月当たりの賃金額の引き下げを行った場合

	連絡
担当者
	部署名
	
	職・氏名
	

	
	電話番号
	
	メールアドレス
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